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研究論文

廃木材利用による温室効果ガス削減効果の現在と将来の比較解析

一低炭素社会の代替物変化による影響-
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Comparison of Current and Future Greenhouse Gas Reduction by Waste Biomass Utilization 

-Impact of Technological Changes in Substitutes in Low Carbon Society-

Junya YANO * ， Yasuhiro HlRAI * ， Shin-ichi SAKAI * ， Shingo DEGUCHI * * 

In low carbon society， it was thought that substitutes of biomass would be changed from fossil resource to clean 

one by future technologies. Life cycle analysis was conducted to evaluate greenhouse gas (GHG) reduction e宜ect
by waste wood utilization in current and future society. Five technologies， that is， incineration， heat utilization， 

pyrolytic gasification and power generation by gas engine (GE)， pyrolytic gasification and Fischer Tropsch (FT) 
synthesis， Ethanol fermentation technology were compared. 
In actual technologicallevel， it was appe紅 edthat heat utilization by wood pellet and GE power generation were 

favorable. 
In low carbon society about 2030， diffusions of low CO2 emission power supply， heat pump and battery electric 

vehicle were expected. In addition， biomass conversion technologies such as FT synthesis and ethanol 

fermentation would be also elevated future. As a result of analysis with these considerations， greenhouse gas 
reduction e宜ectsby all biomass utilization technologies were reduced to 8・42%(3ふ82kg-COJt-wet) and it was 

because of degradation of substitution effect. It was appeared that GE power generation might be the most 

favorable utilization scenario in low carbon society. 
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1 はじめに

2050日本低炭素社会シナリオ1)や CoolEarthエネル

ギー草新技術計画2)など，国内では低炭素社会実現に

向けて中・長期的な温室効果ガス(以下. GHG) の

排出量削減に対する検討が近年行われている。特に都

市部で廃棄物系バイオマスとして存在する厨芥類，紙

類，廃木材等はエネルギー利用可能な資源であるとと

もに GHG削減効果も期待できる。国外では林地残材

等をコージェネレーション利用しているスウェーデン

のエンチェピング3) など都市部のバイオマス利用の

成功事例もいくつか報告されている。さらに. EUで

はバイオ燃料環境持続可能性基準案の中で温室効果ガ

スの削減率や排出量を廃棄物由来バイオ燃料も含めて

原料・生産方法毎に公表4) している。廃棄物系バイオ

マス利用の評価が政策に反映されるレベルに至ってお

り，廃棄物系バイオマスの利用技術について環境影響

を評価することが社会的にも重要である。廃棄物系パ

イオマスのうち，廃木材の利用技術はバイオガス化に

よる発電利用やエタノール(以下. EtOH)発酵のよ

うな液体燃料利用など多様なものが研究・開発されて

おり，廃木材利用技術の GHG削減効果を評価した研

究も多い。例えば. BTL (Biomass-to-Liquid) に関す

るLCA研究として Baitz5)らは ドイツの Choren社

のFT(フイッシャー・トロプシュ)燃料生産 (Choren

プロセス)による廃木材の FT燃料化により，軽油代

替効果として60~ 90%の GHG排出削減が可能であ

ることを報告している。各種の利用技術を定量的に比

較することで，望ましい利用技術についての検討が可

能となる。

また，バイオマス利用により得られる製品やエネル

ギーは既存の枯渇性資源を代替するものとしてこれま

で評価されてきたものの 低炭素社会が実現した将来

においては省エネルギー・高効率な新規技術が社会に

導入・普及しているものと考えられる。したがって，

バイオマス利用の代替物も将来的に変化するものと考

キ京都大学，キ*(株)アーシン



Environ. Sanit. Eng. Res. Vol. 24， No. 1 (2010) 9 

えられ，そうした新規技術を代替する場合の GHG削 表 1 廃木材の性状

減効果の評価を行うことで 将来的にどのようなパイ

オマス利用方法が望ましいかを検討することは重要で

ある。

以上から，本研究では廃木材の利用技術の温室効果

ガス削減効果を定量的に試算することを目的として，

将来の代替物変化を考慮したライフサイクル解析を実

施した。

2.研究内容

2.1. 対象バイオマスと機能単位

対象バイオマスは焼却処理施設への持込み(業者及

び市民による)ごみ中の廃木材とした。京都市で採取

した廃木材の性状分析結果から，木くずなど廃材の含

水率は約10%，勇定枝は約35%であり，本研究では表

lに示すように性状を設定した。 2005年度の京都市の

廃木材利用可能量は 60，255t-wetである。解体廃材や

募定枝等は将来も一定量の発生が見込まれるものの，

その発生量予測は難しいため，解析の機能単位は，

11 ιwetの処理」とした。システム境界は「廃木材

の収集から変換および回収物(製品・エネルギー)利

用，残j査処分まで」とし，必要な化石資源については

「採掘，調達から使用(燃焼)まで」とした。

2.2. 対象シナリオ

廃木材の処理・利用シナリオとして，焼却処理に加

えて，熱利用を目的としたペレット化，発電利用とし

て熱分解ガス化+ガスエンジン (GE)発電，液体燃

料利用として FT合成， EtOH発酵を対象とした。直

接焼却シナリオはごみ焼却施設での焼却処理を想定し

ており，エネルギ一利用を主目的とした燃焼利用では

ない。熱分解ガス化は発電利用および液体燃料利用の

いずれにも対応できる技術であり，熱分解ガス化+

GE発電シナリオ(以下， 1ガス化+GE発電J) では

熱分解ガスを全量発電利用するものとした。熱分解ガ

ス化+FT合成シナリオ(以下， 1ガス化十 FT合成J)

では熱分解ガスの一部を合成に利用し，残りのガスお

よび反応器からの未反応ガス(以下，オフガス)を

GE発電利用することで，ガス化と液体燃料合成の消

費電力を賄うエネルギー自立型液体燃料合成システム

とした。

LHV MJ/t-wet 11，348 I 

水分 %-DB 25.0 

三成分 可燃分 %-DB 98.6 

灰分 %-DB 1.4 

C %司DB 50.1 I 

H %-DB 6.5 

N %-DB 0.0 

元素組成 。 %-DB 41.8 

燃焼性S %“DB 0.031 

揮発性Cl %-DB 0.110 

P %-DB 0.025 

セルロース %-DB 41.4 

その他 ヘミセルロース %-DB 28.1 

リグニン %-DB 29.1 

表 2 対象シナリオ

No シナリオ 備考

1 直接焼却

2 ペレット化 熱利用

3 熱分解ガス化+GE発電

4 熱分解ガス化+FT合成 電力自立型

5 EtOH発酵

2.3. 評価項目

環境影響領域として地球温暖化を評価し CO2，

CH4， N20の排出量を GWP100値により CO2換算し

た。消費電力由来の CO2排出は購入電力分のみを計上

し，施設内の発電電力で供給可能な場合は未計上とし

た。また，廃木材由来の CO2はカーボンニュートラル

として未計上である。

表 3に単位プロセスと GHG排出の対応表を示し

た。化石燃料の燃焼による CO2排出原単位は環境省

の公表値6) を用いた。購入電力については2004年度の

全電源平均値0.425kg-C02/kWh
7
)を用いた。

2.4.現状及び将来の時間軸設定

現状としては2008年時点を想定し，技術開発レベル

(モデルのパラメータ)および代替効果を設定した。

将来社会においては現在よりも高効率な省エネルギ一

新エネルギー技術の普及が見込まれる。例えば，環境

省では2050年に国内 GHG排出量70%削減を目指した
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表3 単位プロセスと計上される GHG排出の対応

プロセス サブプロセス
電力

収集，搬出

GE発電 購入=消費発電
熱分解ガス化

FT合成

EtOH発酵 購入=消費発電

焼却発電 購入=消費一発電

ベレット化 購入=消費

埋立 購入=消費

電力 系統電力(削減)

代替 灯油

液体燃料

シナリオ検討が行われており1) エネルギー需要の40

%削減とエネルギー供給の低炭素化により達成可能と

されている。また，経済産業省では2050年までに世界

全体の CO2排出量を50%削減するための革新的技術の

開発ロードマップが策定2) されている。さらに，長期

エネルギー需給見通し8)では， 2030年度に2005年度比

でエネルギー起源 CO2を13%削減に寄与する2020年~

2030年頃のエネルギー需給構造や新技術の普及イメー

ジが整理されている。こうした報告を踏まえ，本研究

では2030年頃を想定して，新規技術による新たな代替

物を選択することとした。

2.5. 現状および将来の代替物

各シナリオで得られる製品またはエネルギーは表4

に示した既存の製品-エネルギーを代替するとして，

代替される製品等の原料採掘から製造・消費で排出さ

れる環境影響をマイナス計上した。

2030年頃を想定した将来の代替物については，廃木

計上される GHG排出

化石燃料 その他

軽油

熱回収(代替)

FT軽油(代替)

熱回収(代替)，焼却時 CH4・N20

熱回収(代替)，焼却時 CH4'N20 

軽油 発生 CH4・N20

灯油(削減)

軽油・ガソリン(削減)

材の利用方法となる発電，熱利用，液体燃料利用の各

シナリオの代替物として以下の新規技術に着目した。

-系統電力の低炭素化

・ヒートポンプ(以下， HP: Heat Pomp) 

・電気自動車 (BEV:Battery Electric Vehicle) 

系統電力の低炭素化について，経済産業省の革新技

術計画2)では発電効率55%以上の高効率火力発電の導

入を目指している。また 資源エネルギー庁は再生可

能エネルギーと原子力を合わせたゼロエミッション電

源の構成比を2020年までに50%以上とするための対策

を検討している9)。本研究では現状よりも系統電力の

低炭素化が進むことを想定し，全電源平均値0.425kg-

CO2/kWhの50%削減の解析を実施した。この値は，

火力発電の発電効率が60%まで向上，さらに，電源構

成比が40%まで低下した場合の原単位に相当する。

HPは近年普及が進んでいる家庭やオフィスでの熱

供給システムである。 HPの性能は COP(Coe旺icient

Of Performance:成績係数または動作係数)で表され

表4 現状友び将来の代替物

該:当プロセス 製品 代替物(現状) 代替物(将来)

焼却+蒸気 電力 電力会社の系統電力(全電源平均) 低炭素化が進んだ系統電力(全電源平均)

発電 GE発電 熱 灯油ボイラにより供給される熱 等熱量を供給する HPの消費電力(全電源平均)

ベレット化
ベレット

灯油ボイラにより供給される熱 等熱量を供給する HPの消費電力(全電源平均)
(熱利用)

FT合成 FT軽油 同距離走行時の軽油(ディーゼル車燃料) 同距離走行時の電気自動車の消費電力(全電源平均)

EtOH発酵 Bio-EtOH 同距離走行時のガソリン(ガソリン車燃料) 同距離走行時の電気自動車の消費電力(全電源平均)
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表5 現状と将来の代替効果による GHG削減効果

将来ケースの代替物
現状ケースの代替物 単位

個別評価 複合評価

バイオガス 電力 0.425 電力(低炭素化) 0.213 0.213 kg-C02/kWh 

FT 油 軽油 0.133 電気自動車 0.060 0.030 kg幡CO2/km

ペレット
灯油 0.073 ヒートホ。ンフ。 0.025 0.012 kg-C02/M] 

発電時廃熱

※複合評価では電気自動車 HPの電力由来 GHG削減を低炭素化系統電力で計算

る。 COPの定義は， icOp =冷暖房能 (kW)-7消費

エネルギー(電力・熱 kW)Jであり，従来型のガス

給湯器の COPは約0.8程度， 2050年の HP給湯器の

COP目標値は6.31)である。本研究では2008年時点の

トップランナー機種 (COP4.8)が一般家庭に普及し

ているものと想定しその HPが消費する電力を代替

する場合の解析を行った。代替する HP給湯器の COP

が4.8の場合， 1M]の熱量の供給に必要な電力量は0.21

MJ (0.058 kWh) となる。

経済産業省による次世代自動車のロードマップ削

では， 2030年頃までに新車販売台数の 7割に次世代自

動車が導入される見込みである。そこで，将来の次世

代自動車として電気自動車を想定し， Liイオンバッ

テリーを搭載した電気自動車の 1km走行時の必要エ

ネルギー 0.50MJ!kmを代替する場合の解析を行っ

た。すなわち，バイオ燃料により 1km走行した場合，

代替する電気自動車で走行する際に必要なエネルギー

0.50 M] (0.14 kWh)を削減可能とした。

表5に現状の代替物と将来の代替物を代替する時の

GHG削減効果を示した。将来の代替物の個別評価で

はHP，電気自動車の消費電力由来の CO2削減は現状

の系統電力での GHG排出計数0.425kg-C02/kWhを

用いて，また複合評価では系統電力の低炭素化時の係

数0.213kg・CO2/kWhを用いて計算した。個別評価で

は液体燃料の代替効果は45% ペレットや蒸気または

GE発電時の灯油代替効果は34%にまで低下する。

2.6. 単位プロセスモデル

近年の国内外の技術開発動向を整理し，実用化，実

証または基礎研究におけるパラメータを用いてモデル

化を行った。なお， FT合成や EtOH発酵など実証ま

たは基礎研究段階の技術については各研究を比較し，

性能数値が低めのパラメータを用いた。表6に各単位

プロセスのパラメータを示し，単位プロセスについて

以下に概説する。

収集プロセスは廃木材の排出事業所数およびその分

布状況が不明であることから，輸送距離について都市

域内でのストックヤードから処理施設までを想定し50

km/往復と仮定した。処理残誼の搬出プロセスについ

ても間程度の輸送距離と仮定し 50km/往復とした。

積載能力について，廃木材の収集車は通常4~ 10t車

だが，本研究では算定枝を含む廃木材を対象としてお

り，比較的小規模な事業所からの収集を含むため 4t

車/台とした。残涯の搬出については焼却施設の焼却

残誼輸送車と同程度を想定し 10t車/台とした。

焼却プロセスは京都市南部クリーンセンターのよう

な処理能力 150t/日以上の大型プラントを想定し，回

収した蒸気を発電・熱利用することとした。回収エネ

ルギーは投入物の低位発熱量 (LHV)に効率を乗じて

算出し，発電効率15%，熱利用率15%(プロセス内消

費を除く系外供給可能割合)とした。焼却プロセスで

の消費電力は，国立環境研究所「平成19年度バイオ資

源・廃棄物等からの水素製造技術開発j山で作成され

た焼却対象ごみ質の変化が反映可能な以下の式を用

いて算出した。

P = 30.6 + 0.0026 x LHV + 0.015 x G + 28.3 x Ash…(1) 

G = (C+1/2H+S+1/2N+H20) x22.4x1000 

+0.21 (m -1) x Ao + 0.79 x mAO........・H ・'"・H ・-… (2)

Lo = (C + 1/2H + S -1/20) x 22.4 x 1000 ....・H ・...・H ・.(3) 

Ao= LoIO.21 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4) 

p:消費電力原単位 [kWh/t-wetJ

LHV:廃木材の低位発熱量 [M]/t-wetJ

G:実湿り排ガス量 [Nm3/t-wetJ

Ash:廃木材中の灰分量 [t-wet/t-wetJ
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表 6 単位プロセスのパラメータ

プロセス名 データ区分 値単位 プロセス名 データ区分 イ直単位 プロセス名 データ区分 イ直単位

収集 燃費 4.19 km!L ベレット化消費電力 309 kWh/tーベレット EtOH発酵消費電力 破砕 54 kWh!t-wet 
( 4t車) (木材)

輸送距離 50 km 加工ロス 。% 粉砕 330 kWh!t-wet 

搬出 燃費 2.99 km!L ベレット 含水率 15.0 % 発酵関連 243 kWh!t-wet 
(lOt車)

輸送距離 施設埋立地 50 km 低位発熱量 13，194 MJ/t-wet 糖化 C6糖化率 45.0 % 

施設 50 km 熱分解 消費電力破砕 54 kWh/t-wet C5糖化率 65.0 % 
ベッレット使用地 ガス化

焼却 空気中酸素濃度 21.0 % プラント 400 kWh/t-wet 発酵 C6発酵率 80.0 % 

空気比 1.7 投入空気量 1，360 Nm3/t_むy C5発酵率 70.0 % 

完全燃焼率 98.9 % 酸素濃度 21.0 % EtOH含水率 0.5 % 

会灰中の焼却灰割合 90.0 % 炭素ガス化率 95.0 % 発酵残澄含水率 54.8 % 

全灰中の飛灰割合 10.0 % 燃料製造用ガス利用率 30.0 % 蒸気発電発電効率 廃木材 15.0 % 

焼却灰含水率 20.0 % 熱分解残溢含水率 20.0 % リグニン残溢 10.0 % 

飛灰含水率 0.80 % GE発電 発電効率 30.0 % 熱利用率 15.0 % 

CH4排出原単位 0.0084 kg-CHJt 熱利用率 30.0 % 液体燃料ガソリン草 ガソリン 14.4 km!L 
ごみ 使用 燃費

N，O排出原単位 0.0ω kg-N，Olt- Ff合成 消費電力圧縮 0.06 kWh/m3N EtOH 9.5 km!L 
ごみ

埋立 消費電力 6.38 kWh/t CO転化率 60.0 % デイーゼル車軽油 19.7 km!L 

軽油消費量重機使用 0.76 l/t 選択率 85.0 % 
燃費

Ff軽油 19.2 km!L 

通常埋立 炭酸ガス化 67.5 % Ff燃料含水率 3.0 % 

(好気性) 比率(埋立)

分解ガス中 0 %  濃縮Ff燃料含水率 0.5 % 

CH4比率

N→ N，O 0%  

変換率

Lo:理論酸素量 [Nm3jt-wetJ

~:理論空気量 [Nm3jt-wetJ

m:空気比[ー]

濃縮エネルギー

C， H， S， N， H20 :各元素 mol量 [x106moVt-wetJ 

埋立プロセスは埋立物の炭酸ガス化率と分解ガス中

CH4比率，含有NのN20変換率を設定することで

CH4， N20排出量を計上した。

ペレット化プロセスは破砕，乾燥，成形，製品化の工

程で構成される 12)。ベレット化プロセスでの加工ロス

はないものとし製品ベレットの含水率を15%とした。

熱分解ガス化プロセスは 京都市実証設備でのガス

化炉炭素転換率， CO， H2を含む精製ガス組成を用い

て精製ガス量，性状を算出した。熱分解残誼は搬出

し，埋立処分することとした。精製ガス中の COと

H2はそれぞれ10%ーむy前後である。 FT合成シナリオ

では精製ガスの一部を液体燃料製造用に使用し，その

オフガスと残りの精製ガスを GE発電利用して消費電

力を供給した。

GE発電プロセスでは 精製ガスの LHVと発電効

率から発電電力を算出し，発電効率は30%とした。ま

3.0 MJ/kg-wet 

た，系外へ供給可能な熱利用率は30%とし，電力・熱

のコージェネレーションプロセスとした。

FT合成とは， H2およびCOを主成分とする合成ガ

スを原料とし， Feや Coなどの触媒を用いて200~ 

350
0

C， 2 ~ 5 MPaで反応させることでガソリン留分

や軽油留分などの混合油を製造する技術である。化学

反応式は式 (5) で示され，必要な H2量は反応 COの

2倍となる。 FT合成プロセスでは，ガス圧縮時の消

費電力， CO転化率と炭素数5以上の物質(軽油相当)

選択率をパラメータとして設定した。精製ガス中 CO

にCO転化率を乗じることで反応 CO量， H2量を求め，

選択率を乗じて FT軽油製造量を求めた。国内外の技

術開発状況のレビュー 13-16)では CO転化率は一般的

に60~ 70%，基礎研究レベルでは90%をこえる事例13)

もある。 C5選択率は触媒や反応温度が影響するが概

ね85%以上である。

EtOH発酵プロセスには破砕・粉砕の前処理も含

み，希硫酸を用いて加水分解を行った後，糖化・発酵，

蒸留・脱水を経て EtOHを製造する。 EtOH発酵の反

応式は式 (6)，(7)で表わされる。
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(FT合成〉

2Hz + CO <=> l/n (CHz) n + HzO ........・H ・...・H ・-…・H ・H ・.(5) 

(EtOH発酵〉

3 (CsH 100S) n <=> 5nCOz + 5nCzHsOH ....・H ・...・H ・....・H ・.(6) 

(C6H1Z06)n <=> 2nCOz + 2nCzHsOH…H ・H ・....・H ・...・H ・.(7) 

消費電力は商用プラントからのヒアリング値を採用

した。加水分解は希硫酸を用いるものとし糖化率及

ぴ発酵率は園内実証成果をもとに設定した。既往研

究17ー19)ではヘミセルロースの分解による炭素数5の

C5糖回収率は65~ 90%，炭素数 6のC6糖回収率は

45 ~ 85%である。また，発酵収率は C5発酵収率は

70 ~ 90%， C6発酵収率は80~ 90%である。糖化・発酵

残j査は燃焼し，回収蒸気を発電・熱利用して不足分の

電力を外部から購入することとした。なお，廃木材の

糖化・発酵残i査は高熱量であるリグニンを含有するた

め約7，000M]/t-wetの熱量である。糖化・発酵残誼焼

却の発電効率は10%，系外への熱利用率は15%とした。

3.結果と考察

3.1.現状ケース

体燃料利用可能なガス量であった。不足分は系統電力

を購入する非自立型システムに変更し，ガス利用率を

向上させた場合には優劣が変化するものと予想され

る。これまでの研究zo)では，系統電力の GHG排出係

数が小さい場合は非自立型が，排出係数が大きい場合

は自立型がGHG排出削減の点では有利となった。

IEtOH発酵Jは他のシナリオに比べ製造時の消費電

力由来の GHG排出が大きいため， GHG削減効果は

他シナリオと比べ小さい結果となったが，それでも

130 kg-COz/t-wetのGHG削減が期待された。

3.2.代替物の変化を考慮した将来ケース

図2に系統電力の低炭素化を考慮した解析結果を示

した。熱利用である「ペレット化Jは消費電力由来の

GHG排出が半減することから GHG削減効果は増加

する。液体燃料利用である IEtOH発酵jも同様の理

由で GHG削減効果は 212kg-COz/t-wetまで増加し

「ガス化+FT合成Jは外部からの電力供給が不要な

ため GHG排出の変動はほとんどなかった。それに対

して， I直接焼却」と発電利用である「ガス化+GE 

図lに現状ケースの結果を示した。全てのシナリオ 発電Jでは，蒸気発電および GE発電による代替効果

において GHG削減効果が期待できる結果となった。 が半減し， I直接焼却」では70%，Iガス化+GE発電J

特にペレットの灯油代替効果が非常に大きく， Iベレ では82%まで GHG削減効果が低下した。その結果，

ツト化」が最も GHG削減効果に優れたシナリオとな 系統電力の低炭素化が進んだ場合には液体燃料利用も

った。熱分解ガスの利用用途については， Iガス化+ 発電利用と同程度の GHG削減効果が期待できること

GE発電」は「直接焼却」よりも22%高い GHG削減 が示唆された。系統電力の低炭素化(全電源平均

効果となり， Iガス化 +FT合成Jは「直接焼却j と 0.278 kg-COz/kWh)の条件下の既往研究での解析zo)で

ほぼ同程度の 232kg-COzlt-wetとなった。なお，本試 は， Iガス化+FT合成」の自立型の GHG削減効果が

算では自立型システムを想定しており，必要な電力は 112 ~ 170 kg-COz/t・世yであったのに対して非自立型

熱分解ガスと FT合成後のオフガスによる GE発電に は214~ 261 kg-COz/t-d可であった。収率が向上する

より供給している。そのため，熱分解ガスの47%が液

+' 
Q) 
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~ 0 

2-z∞ 。
マー4∞
b.O 
~ 

-600 

800 

-1，000 

盤排出量昌代替量密totalGHG削減効果

図 1 現状ケースでの GHG削減効果と内訳

O 

-100 

-200 

~ -300 

'). -400 

O -500 
u 
9・6∞

田700

-800 

-900 

機現状 51系統電力の低炭素化(5割削減)

図2 現状と代替物が変化した将来の GHG削減効果比較

(系統電力の低炭素化)
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非自立型ではさらに GHG削減効果が期待できるもの

と考えられる。

次に， HPの導入を考慮した解析結果を図 3に示し

た。なお， HPの代替効果は灯油代替効果の34%であ

ることから， Iペレット化」の GHG削減効果は19%

にまで低下した。他のシナリオについても蒸気発電，

GE発電時に合わせて廃熱利用していたことから，

GHG削減効果は47~ 66%まで低下した。 HPが普及

した場合には熱利用は IEtOH発酵」を除く他のシナ

リオと同程度の GHG削減効果となる。

最後に，電気自動車の導入を考慮した解析結果を図

4に示した。なお，液体燃料利用以外のシナリオは現

状ケースと変わらない。「ガス化+FT合成Jでは，

熱分解ガスの約半分を FT合成に使用しているため，

電気自動車代替の影響は IEtOH発酵」と比べ小さい

結果となった。一方 IEtOH発酵Jでは代替効果の

低下が大きく影響し 逆に GHGを排出する結果とな

った。極端な想定ではあるものの輸送用車両の大半が

電気自動車となった場合には，廃木材からの輸送用液

体燃料製造は「直接焼却」と比べても不利な利用方法

となりうる可能性が示唆された。
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図3 現状と代替物が変化した将来の GHG削減効果比較

(HPの導入)
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図4 現状と代替物が変化した将来の GHG削減効果比較

(電気自動車の導入)

3.3. 利用技術の向上を加味した総合評価

低炭素化社会が進むことで代替物が変化することを

考慮した解析を前項までで実施したが，廃木材の利用

技術についても2030年頃には改善されていることが予

想される。特に熱分解ガス化や FT合成は基礎研究段

階， EtOH発酵についても実証段階の技術であること

から，収率の向上と省エネルギー化が予想される。

そこで，表7に示したパラメータを用いて，廃木材

利用技術の向上を考慮した解析を実施した。 2030年頃

に熱分解ガス化プラントが実用化した場合，京都市の

廃木材利用量を処理するには大型プラント (180t/日

x300日/年スケール，現状での利用可能量を処理す

ることが前提である点に留意が必要)となるためプラ

ント消費電力の低減が期待される。そこで，現状の実

証プラントの消費電力 400kWh!t-wetが300k Wh/t -wet 

に低下すると仮定した。また， FT合成の CO転化率，

選択率は基礎研究での高い実績値での収率向上を想定

した13-16)0 EtOH発酵についてはアルコール協会ら 17)

の5万kL!年規模のプラント計画値による高い収率，

表 7 利用技術の向上によるパラメータの変化

データ区分 現状 技向術上 単位

熱分解ガス化消費電力 プラント 400 300 kWh/t-wet 

FT合成 CO転化率 60.0 90.0 % 

選択率 85.0 95.0 % 

EtOH発酵 消費電力粉砕 330 33 kWh/t-wet 

発酵関連 243 72 kWh/t-wet 

糖化 C6糖化率 45.0 85.0 % 

C5糖化率 65.0 90.0 % 

発酵 C6発酵率 80.0 90.0 % 

C5発酵率 70.0 90.0 % 
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図5 利用技術向上時の GHG削減効果比較

(代替物:現状)
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省エネルギー化が達成されるものと仮定した。

まずは既存の代替物を代替することとし，図 5にシ

ナリオ毎の totalGHG削減効果とその内訳を示した。

また，利用技術向上による収率の変化を表8に示し

た。分解ガス化プロセスの省エネルギー化により「ガ

ス化+GE発電Jでは totalGHG削減効果が15%，iガ

ス化+FT合成」では20%増加した。なお， iガス化

+FT合成jでは収率の向上も寄与しているが，設定

値の CO転化率90%に対し， H2' COガスの制約条件

により実質的な CO転化率は75%となり，収率は1.7

倍となった。熱分解ガス化の省エネルギー化により熱

分解ガスの FT合成利用率は55%まで向上した。ま

た， iEtOH発酵Jは収率が2.0倍になったこと，さら

に省エネルギー化が進んだことで4.0倍の totalGHG 

削減効果となり， iガス化+GE発電jより優位な結

果となった。すなわち，液体燃料利用は利用技術の向

上が結果に大きく影響する。

続いて，図 6に現状ケース，系統電力の低炭素等 3

つの代替物の将来変化を考慮した複合評価ケース，さ

らに利用技術の向上まで考慮した総合評価の比較を示

した。

代替物の複合評価では， 8 ~ 22% (24 ~ 61 kg-C02/ 

表 8 技術向上による収率の変化(1t-wet当たり)

シナリオ

直接焼却

ペレット化

GE発電

FT合成

EtOH発酵

100 

芯 o
住

... 晶

、百羽O。
ζA 

.: -200 

-300 

製品

電力

ペレット

電力

FT油

EtOH 

-764 

現状ケース 技術向上 単位

315.6 kWh 

882.4 kg-wet 

242.0 342.0 kWh 

34.4 57.4 kg-wet 

134.2 263.8 L 

鵬現状 窃将来(代替物の変化) 巴将来(代替物の変化+利用技術向上)

図6 現状と複合評価，総合評価の比較

※複合評価:代替物の変化(低炭素化系統電力， HP， 

電気自動車の導入)を反映
※総合評価複合評価に加えて利用技術向上を加味

t-wet)にまで GHG削減効果が大きく低下し， iEtOH 

発酵jでは逆に GHGを排出する結果となった。熱利

用と発電利用が同程度の削減効果となり，液体燃料利

用がやや不利なことが明らかとなった。利用技術の向

上まで加味した総合評価では iEtOH発酵jを含む全

てのシナリオで GHG削減効果が期待された。シナリ

オ間の順位は「ガス化+GE発電j，iペレット化j，

iEtOH発酵j，i直接焼却j，iガス化 +FT合成」と

なった。

3.4.本解析の不確実性について

本研究では， FT合成は必要電力を自身で供給(熱

分解ガス化ガスの GE発電)する自立型を想定した。

外部電力を購入し，収率を向上させた非自立型条件で

は結果が異なる可能性があり，系統電力の GHG排出

係数が小さい場合は非自立型が有利であることが報

告11) されている。

また，焼却処理の蒸気発電， GE発電では熱利用に

よる GHG削減効果を含めて解析を実施したが地域に

よっては十分に熱利用できないケースも考えられる。

特に， iベレット化」は他の利用方法と比較して GHG

削減効果が相当に優位であったが，地域の賦存量を全

量ペレット利用することは難しく，需要を考慮した条

件設定が必要である。

さらに， 2030年頃の代替物として本研究では HP，

電気自動車を設定したが，その導入・普及状況につい

ても慎重なシナリオ設定が必要である。すなわち，バ

イオ燃料やバイオマスエネルギーと新エネ・省エネ技

術は必ずしも競合するものではなく，将来の低炭素社

会での重要な役割を共に担うものであると考えられる

からである。例えば， iEtOH発酵Jでは将来全ての

車両が電気自動車にシフトできるとは考えられず，将

来においても必要なガソリン自動車に対して EtOH燃

料を利用すれば， EtOH発酵シナリオはより一層 GHG

削減が期待される有効な利用方法となる可能性があ

り，図 6に示した総合評価でのシナリオ聞の優位性も

変化し得る点には留意しなければならない。

以上のような不確実性について，地域の実態や将来

目標に即した詳細な前提条件・シナリオの設定を行

い，解析を加える必要がある。
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4. 結論

本研究では現状および2030年頃を想定した将来につ

いて，廃木材を対象に代替物の変化を考慮したライフ

サイクル解析を実施した。将来については，低炭素化

の進んだ系統電力(現状より 5割削減)，ヒートポン

プ，電気自動車を代替するとして解析した結果，以下

のことが明らかとなった。

-現状技術での解析結果では，ペレット化シナリオ，

GE発電シナリオが優位な利用シナリオとなり， FT 

合成や EtOH発酵のような液体燃料シナリオは焼却

処理と同程度かやや不利な結果となった。ただし，

液体燃料利用も利用技術の向上により GHG削減効

果が増加し焼却処理より優位となった。

-将来的に代替物が新規技術に変化することを考慮す

ると，全シナリオにおいて GHG削減効果が低下す

る結果となった。系統電力の低炭素化， HP，電気

自動車の導入の 3つの代替物の変化を考慮した複合

評価では， 8 ~ 22% (24 ~ 61 kg-C02/t-wet)にまで

GHG削減効果が大きく低下した。

-本解析の設定条件の下で代替物の複合評価に加え廃

木材の利用技術の向上まで加味した総合評価では，

発電利用が最も優位となり，次いで熱利用，液体燃

料利用となったが，いずれのシナリオにおいても

GHG削減効果 (36~ 82 kg-CO:lt-wet)が期待できた。
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